
         電 力 需 給 契 約 書 (案) 
 

  １．件 名    令和６年度 那覇・南風原クリーンセンターで使用する 

電力の購入（自家発補給電力） 

 

  ２．契 約 期 間    契約締結日から令和７年３月３１日まで 

 

  ３．契 約 単 価    第３条に記載 

 

  ４．契約保証金    免除 

（那覇市・南風原町環境施設組合契約規則第４条１項 3号に基づく） 

 

  ５．そ の 他    電力需給契約書及び令和６年度那覇・南風原クリーンセンターで 

使用する電力の供給仕様書のとおり。 

 

 

 

 那覇・南風原クリーンセンターで使用する電力の購入について、那覇市・南風原町環境施設組合

と○○○は、対等な立場における合意に基づき、電力需給契約書、那覇・南風原クリーンセンター

で使用する電力の供給仕様書に従い、公正な契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するも

のとする。 

 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自その１通を保有

するものとする。 

 

  令和  年  月  日 

 

     甲      南風原町字新川６５０番地 

            那覇市・南風原町環境施設組合 

            管理者          印 

 

 

     乙      住所 

            商号または名称 

            代表者役職氏名   



（総則） 

第１条 甲及び乙は、この電力需給契約書に基づき、那覇・南風原クリーンセンターで使用する電

力の供給仕様書（以下、「仕様書」という。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この

契約書及び仕様書を内容とする電力需給契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。  

 

（目的）  

第２条 乙は、次に掲げる施設について、別添の仕様書に基づき、甲が必要とする電力を安定的に

供給し、甲は、乙にその対価を支払うものとする。 

（１） 需給場所  ：  沖縄県島尻郡南風原町字新川 650番地 

（２） 業種及び用途：  ごみ焼却処理施設 

（３） 契約電力  ：  特別高圧電力        200 ｋＷ 

                   特別高圧自家発補給電力  2,800 ｋＷ 

 契約電力とは契約上使用できる電力の最大電力をいい、計量器により計測し算定される値が原

則としてこれを超えないものとする。自家発補給電力とは那覇市・南風原町環境施設組合の発電

設備の検査、補修または事故により生じた不足電力の補給にあてるため、電気の供給を受けるも

のとする。 

（４） その他条件 ：別紙「令和６年度 那覇・南風原クリーンセンターで使用する電力の供給 

仕様書」のとおり 

 

（契約種別及び契約単価）  

第３条 契約種別及び契約単価は次の通りとし、定期検査または定期補修による場合以外の単価に

ついては、乙の定める契約約款等に基づく割増率を乗じたものとする。ただし、表の契約単価は

消費税額及び地方消費税を含むものとする。 

（１） 契約種別：【 特別高圧電力 】 

  甲は、使用開始の時刻と使用休止の時刻とをあらかじめ乙へ通知すること。ただし、事故その

他やむをえない場合は、使用開始後速やかに乙に通知すること。 

契約単価 

基本料金（契約電力１キロワットにつき） ○○○円○○銭 

特記事項： 

電力量料金 

（１キロワット

時につき） 

夏季（7月 1日から 9月 30日まで） ○○円○○銭 

その他季（夏季以外の期間） ○○円○○銭 

 



 

（２） 契約種別：【 特別高圧自家発補給電力Ａ 】 

  甲は、使用開始の時刻と使用休止の時刻とをあらかじめ乙へ通知すること。ただし、事故その

他やむをえない場合は、使用開始後速やかに乙に通知すること。 

 

（a）定期検査または定期補修による場合 

契約単価 

基本料金（契約電力１キロワットにつき） ○○○円○○銭 

特記事項： 

 

電力量料金 

（１キロワット

時につき） 

夏季（7月 1日から 9月 30日まで） ○○円○○銭 

その他季（夏季以外の期間） ○○円○○銭 

 

（b） （a）以外の場合 

契約単価 

基本料金（契約電力１キロワットにつき） ○○○円○○銭 

特記事項：  

 

電力量料金 

（１キロワット

時につき） 

夏季（7月 1日から 9月 30日まで） ○○円○○銭 

その他季（夏季以外の期間） ○○円○○銭 

 

２ 力率は、その 1 月のうち毎日午前９時から午後 11 時までの時間における平均力率（瞬間力率

が進み力率となる場合には、その瞬間力率は、100パーセント）とする。なお、まったく電気を使

用しないその１月の力率は、85パーセントとする。ただし、乙の定める約款に基づく割引、割増

などがある場合は、協議により決定できる。 

 

（契約電力等）  

第４条 契約に使用できる電力量は、甲の都合により増減することができる。 

 

（電力供給期間）  

第５条 電力を供給する期間は、令和６年４月１日から令和７年３月 31日までの期間とする。 



 

（契約保証金）  

第６条 那覇市・南風原町環境施設組合契約規則第４条第１項に基づき、落札金額の 100 分の 10

以上の契約保証金を納付しなければならない。ただし、那覇市・南風原町環境施設組合契約規

則第 4 条 1 項のいずれかの規定に該当する場合は、入札保証金免除申請書を提出することで、

契約保証金を免除することができる。 

 

（計量） 

第７条 乙は、原則として毎月 1 日午前 0 時 00 分（以下「計量日」という）に当施設内に設置さ

れた電力量計（沖縄電力㈱所有）により使用電力量を算定する。 

２ 計量日に検針を行うことができない場合は、翌日以降速やかに行うものとする。 

 

（料金の算定）  

第８条 電力の使用に対する代金の算定は、１月（前月の計量から当月の計量までの期間をいう。）

の使用電力量により行うものとする。 

２ 電気を使用した月において、前月から継続して電気の供給を受けた期間がある場合で、その期

間が前月の電気の供給を受けなかった期間を上回らないときは、その期間における電気の供給は、

前月における電気の供給とする。 

３ 夏季に使用された電力量には夏季料金を、その他季に使用された電力量にはその他季料金をそ

れぞれ適用すること。 

４ 燃料費等調整単価については、乙の定める契約約款等によるものとし、乙は、甲に対し、燃料

費等調整額として各月の燃料費調整単価に使用電力量を乗じた金額を請求することができる。た

だし、契約期間中に約款の改定等があった場合には、すみやかに甲へ報告し、協議しなければな

らない。 

５ 乙は、甲に対し、再生可能エネルギー賦課金として毎年度経済産業大臣が決定する再生可能エ

ネルギー賦課金単価に各月の使用電力量を乗じた金額を請求することができる。 

 

（電気料金の請求及び支払） 

第９条 乙は、第３条及び前条の規定に基づき算定した料金の合計金額を電気料金として甲に請求

するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により適法な電気料金の請求書が提出されたときは、支払い義務発生日（検

針日）の翌日から起算して 30日以内に電気料金を乙に支払うものとする。 

 



 

（延滞利息） 

第 10 条 乙は、甲が支払期日を経過してなお支払われない場合には、支払日の翌日から支払日ま

での期間の日数に応じて延滞利息を申し受けることができる。延滞利息の算定は甲乙協議の上、決

定する。 

 

（事情変更） 

第 11 条 甲及び乙は、本契約締結後、経済情勢の変動、天災地変、法令の制定又は改廃その他著

しい事情の変更により、本契約に定める条件が不適当となったと認められる場合には、甲乙協議

のうえ、契約単価を除く本契約の全部または一部を変更することができる。 

２ 前項の場合において、本契約に定める条項を変更する必要があるときは、甲乙協議の上書面に

より定めるものとする。 

 

（契約の解除）  

第 12 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約の全部又は一部を解除するこ

とができる。 

（１） 天災、その他の不可抗力の原因によらないで、電力の供給を行わないとき。 

（２） 正当な事由により解約を申し出たとき。 

（３） 本契約の履行に関し、不正な行為があったとき。 

（４） 前各号に定めるもののほか、本契約条項に違反し、または本契約の目的を達することがで

きないと明らかに認められるとき。 

２ 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。  

(１) 乙の代表役員等又は一般役員等が暴力団員若しくは暴力団関係者であると認められるとき、

又は暴力団員若しくは暴力団関係者が事実上経営に参加していると沖縄県警察本部（以下「県

警」という。）が認めたとき。   

(２) 乙（その使用人が、乙のために行った行為に関しては、当該使用人を含む。以下この条にお

いて同じ。）、乙の代表役員等又は一般役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図

り、又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団等の威力を利用していると県警が認めた

とき。  

(３) 乙、乙の代表役員等又は一般役員等が、暴力団等又は暴力団等が経営若しくは運営に関与し

ていると認められる法人等に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力

団の維持運営に協力し、若しくは関与していると県警が認めたとき。 

(４) 乙、乙の代表役員等又は一般役員等が、暴力団等と社会的に非難される関係を有していると



県警が認めたとき。  

 

(５) 乙、乙の代表役員等又は一般役員等が、暴力団等であることを知りながら、これを不当に利

用する等の行為があったと県警が認めたとき。  

(６) 前各号に掲げるものを除くほか、乙が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第 77 号）第 32 条第１項各号に掲げる者に該当すると認められるとき又は同項各号

に掲げる者に該当すると県警が認めたとき。  

 

（損害賠償の負担）  

第 13 条 乙は、自己の責に帰すべき事由により電力供給の停止等のため甲に損害（第三者に及ぼ

した損害を含む。）を与えたときは、その損害を賠償する責任を負わなければならない。 

２ 第１項の規定による損害賠償の額は、甲乙協議の上、これを定める。 

 

（乙の契約解除権） 

第 14 条 乙は、甲がこの契約に違反し、契約の履行が不可能になったときは、この契約を解除す

ることができる。 

２ 前項により、乙が損害を受けたときは、甲は、その損害を賠償しなければならない。 

 

（秘密の保全）  

第 15 条 甲と乙は、この契約によって知り得た内容を契約の目的以外に利用し、又は第三者に漏

らしてはならない。この契約が終了し、又は解除された後も同様とする。 

 

（債権譲渡の禁止） 

第 16 条 乙は、この契約によって生じる権利又は義務の全部若しくは一部を甲の承諾を得た場合

を除き、第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。 

 

（紛争又は疑義の解決方法）  

第 17条 この契約条項又はこの契約に定めのない事項については、一般送配電事業者が定める「標

準的な電気供給条件（特別高圧）令和 5年 6月 1日実施」又は乙の定める供給約款等に基づくも

のとし、紛争又は疑義が生じたときは、甲と乙とが誠意をもって協議し、解決するものとする。

尚、一般送配電事業者とは、一般送配電事業者としての沖縄電力株式会社のことをいう。 


